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ひとり親家庭支援制度のご案内ひとり親家庭支援制度のご案内
児童扶養手当

新たに申請される方
対象／児童扶養手当は、１８歳になった後の最初の３月末ま
での児童または２０歳未満で障害のある児童のうち、次の
いずれかに該当する児童を養育している父母、または養
育者に支給されます。
①父母が離婚した児童
②父または母が死亡した児童
③父または母に一定の障害がある児童
④父または母が裁判所からのＤＶ保護命令を受けた児童
⑤父または母の生死が明らかでない児童
⑥その他
・未婚で生まれた児童
・父または母が１年以上養育をしていない児童など
また、一定の所得制限があり、支給が停止になることも
あります（別表１・２）。
※年金額が児童扶養手当額より低い方は、その差額分を支給。
別表１ 所得制限額

扶養 本人 配偶者・扶養義務者
・孤児等の養育者全部支給 一部支給

０ １９０，０００円 １，９２０，０００円 ２，３６０，０００円
１ ５７０，０００円 ２，３００，０００円 ２，７４０，０００円
２ ９５０，０００円 ２，６８０，０００円 ３，１２０，０００円
３ １，３３０，０００円 ３，０６０，０００円 ３，５００，０００円

以降１人増につき３８０，０００円ずつ加算
※所得制限額は、一律控除（８万円）のほか、諸控除が受けられ
る場合があります。
別表２ 手当の金額
子どもの人数 月額（全部支給） 月額（一部支給）
１人 ４２，０００円 ４１，９９０円～９，９１０円

２人 子ども１人の場合の支給額に５，０００円を加算
した額

３人以上 子ども２人の場合の支給額に子ども１人につ
き３，０００円を加算した額

※手当月額は、受給資格者・扶養義務者等の所得や扶養親族数
によって決定されます。
※手当は１年に３回、４月（１２～３月分）、８月（４～７月分）、
１２月（８～１１月分）に４か月分ずつ支払われます。
※年金受給者（老齢福祉年金を除く）の手当月額は、年金月額が
児童扶養手当月額より低い場合その差額分が支払われます。
すでに児童扶養手当を受給している方は現況届の提出を
すでに受給されている方は、毎年８月に現況届の提出が
必要です（対象となる方には個別に通知します）。なお、
現況届が提出されない場合、８月以降の手当は支給されま
せんのでご注意ください。
○臨時受付窓口を開設します。
８月１１日㈫・１３日㈭は午後８時まで、８月２９日㈯は午前

９時～正午まで、こども未来課窓口で現況届の受け付けを
行います。
児童扶養手当一部支給停止適用除外事由届出書の提出を
手当の支給開始等から一定期間（おおむね５年）が経過
した受給資格者については、手当の支給額の２分の１が支
給停止される場合があります。
ただし、次の①～④に該当する方などについては、支給
停止が除外されます。
①就業している方 ②求職している方 ③身体または精神
に障害がある方 ④負傷または病気で就業が困難である方
など
支給停止を除外するためには「児童扶養手当一部支給停
止適用除外事由届出書」を提出する必要があります（対象
となる方には個別に通知します）。

ＪＲ通勤定期乗車券割引制度
児童扶養手当を受給している場合、ＪＲの定期乗車券を

３割引きで購入できます。なお、この制度で購入できるのは、
通勤定期乗車券に限ります（学割等との併用はできません）。
対象／児童扶養手当受給者または同一の世帯員で、通勤定
期乗車券を必要とする方（全部支給停止の方は対象とな
りません）。
申請方法／こども未来課で、資格証明書および割引券の交
付申請書に必要事項を記入のうえ、申請してください。
用意するもの／①児童扶養手当証書 ②印鑑 ③定期乗車
券を購入する方の証明写真（６か月以内に撮影の正面全
半身、縦４㎝・横３㎝のもの）

※有効期限内の資格証明書をお持ちの方が割引券の交付申請を希
望される場合は、資格証明書のみ持参してください。

ひとり親家庭生活支援制度
①自立支援教育訓練給付金制度
対象／次のすべてに該当するひとり親家庭の父または母
・児童扶養手当の支給を受けているかまたは同様の所得水
準であること
・雇用保険法による教育訓練給付の受給資格を有していな
いこと
対象講座／雇用保険制度による教育訓練給付の指定教育講座
支給額／講座を受講するために支払った入学料および受講
料の２０％に相当する額（上限１０万円、４千円未満の場合
対象外）

②高等職業訓練促進給付金等支給制度
対象／次のすべてに該当するひとり親家庭の父または母
・児童扶養手当の支給を受けているかまたは同様の所得水
準であること
・資格取得が見込まれること
・就業または育児と修業の両立が困難と認められること
支給対象となる資格／養成機関において、２年以上修業を
必要とする次の資格
①看護師 ②介護福祉士 ③保育士 ④理学療法士
⑤作業療法士 ⑥①～⑤に準じた資格
支給月額／市・県民税非課税世帯の方 １０万円

市・県民税課税世帯の方 ７万５００円
支給期間／全修業期間（上限２年）
高等職業訓練修了支援給付金／
市・県民税非課税世帯の方 ５万円
市・県民税課税世帯の方 ２万５千円

ひとり親家庭等医療費支給制度
母子家庭や父子家庭または親がいないため親に代わって
そのお子さんを育てている養育者家庭等の皆さんが、医療
保険制度で医療にかかった場合に、支払った医療費の一部
が申請に基づき支給される制度です（児童扶養手当と同様
の所得制限があります）。
対象／①母子家庭の母と児童 ②父子家庭の父と児童
③父母のいない児童とその養育者 ④父（または母）に
一定の障害がある児童とその父（または母）を監護する
母（または父） ⑤その他、児童扶養手当の支給要件に
準じる

※児童とは、１８歳になった後の最初の３月末までの児童（一定の
障害がある児童は２０歳未満）。
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